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１．18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 27,643 △12.3 1,721 △56.9 1,253 △64.7

17年９月中間期 31,522 9.5 3,992 49.5 3,555 61.2

18年３月期 70,637 8,501 7,721

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 723 － 28 30 －  

17年９月中間期 △263 － △10 31 －  

18年３月期 573 17 21 －  

（注）①持分法投資損益 18年９月期中間 －百万円 17年９月期中間 －百万円 18年３月期 －百万円

②期中平均株式数（連結） 18年９月期中間 25,565,560株 17年９月期中間 25,565,560株 18年３月期 25,565,560株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 130,198 33,951 26.1 1,328 00

17年９月中間期 96,200 33,516 34.8 1,311 02

18年３月期 116,363 34,395 29.6 1,340 17

（注）期末発行済株式数（連結） 18年９月期中間 25,565,560株 17年９月期中間 25,565,560株 18年３月期 25,565,560株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 △22,182 106 20,048 37,199

17年９月中間期 △3,641 △179 26 21,846

18年３月期 8,629 △510 5,468 39,227

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 4社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 81,000 8,100 4,700

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　183円84銭

※　上記の予想は本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提としています。実際の業績は、今

後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
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１．企業集団の状況
　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社７社及び関連会社１社により構成されております。当

社グループでは不動産販売事業を中心として、不動産賃貸事業、不動産管理事業、不動産管理請負事業、住設企画販売

事業、金融関連事業、広告宣伝事業及び人材派遣事業などのその他の関連事業を展開しております。

　当社と連結子会社の当該事業に係る決算発表日時点での位置付けは次のとおりであります。

 

不動産管理請負事業 
人材派遣事業 

お                    客                    様 

当          社 

連結子会社 
明和管理㈱ 

連結子会社 
明和総合商事㈱ 

住設企画販売事業 
不動産賃貸事業 
広告宣伝事業 

不動産販売事業 
不動産賃貸事業 

マンション等の 
総合管理サービス 

連結子会社 
明和ライフサポート㈱ 

連結子会社 
明和ファイナンス㈱ 

金融関連事業 

マンション購入
資金の貸付業務 

マンション等の開発分譲 

インテリア用品 
及び住設機器の 
企画販売業務 
不動産賃貸斡旋 
及び売買仲介業務 広告代理業務 

不動産管理請負業務 

不動産管理事業 
不動産賃貸事業 

不動産販売事業

　当社はマンション等の開発分譲を行っております。

 

不動産賃貸事業

　当社及び連結子会社である明和管理㈱及び明和総合商事㈱は、マンション等の賃貸を行っており、明和総合商事㈱は

賃貸斡旋及び売買仲介業務を一部行っております。

 

その他事業

（不動産管理事業）

　明和管理㈱は、当社が分譲したマンション等の総合管理サービスを主に行っております。

（住設企画販売事業）

　明和総合商事㈱は、当社が分譲したマンションを購入したお客様に対して、より快適なマンションライフを演出する

インテリア用品、住設機器の企画・販売業務を主に行っております。

（金融関連事業）

　連結子会社である明和ファイナンス㈱は、当社が分譲したマンションを購入したお客様に対して購入資金の貸付業務

等を主に行っております。

（広告宣伝事業）

　明和総合商事㈱は、当社が分譲するマンションの広告代理業務を一部行っております。

（人材派遣事業）

　連結子会社である明和ライフサポート㈱は、当社が分譲したマンション等の管理・清掃業務の請負及び同要員の人材

能力の開発、派遣を主に行っております。
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会社名 住所
資本金

（百万円）
主要な事業
の内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合

（％）

関係内容

（連結子会社）

明和ファイナンス

株式会社

東京都

渋谷区
200 その他事業 99.1

①役員の兼任等…兼任３名

②資金の援助…金融機関等からの借入に対

する債務保証

債務保証等残高　3,541百万円

（連結子会社）

明和管理株式会社

東京都

渋谷区
400 その他事業 100.0

①役員の兼任等…兼任４名

②資金の援助…金融機関からの借入に対す

る債務保証

債務保証等残高　　314百万円

（連結子会社）

明和総合商事株式

会社

東京都

渋谷区
330 その他事業 100.0 ①役員の兼任等…兼任２名

（連結子会社）

明和ライフサポー

ト株式会社

神奈川県

横浜市
10 その他事業

100.0

(100.0)
①役員の兼任等…兼任１名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）は、間接所有割合で内数で記載しております。
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２．経営方針
１．経営の基本方針

　当社グループは、1986年の創業以来「お客様に夢のある住まいを提供して社会に貢献する」を経営理念として、ク

リオシリーズの分譲マンション事業とその関連事業を展開しております。

　経営にあたりましては、「お客様第一主義」と「企業価値の継続的拡大」を経営課題とし、お客様第一主義に徹す

ることこそが社会の信頼を獲得し、業績の向上につながるものと認識しております。

　お客様の個性化・多様化した住まいのニーズに適切に対応するために、徹底した調査による用地の取得、マーケティ

ングを重視した商品企画による高品質のマンション供給と末永いご満足を頂くためのアフターサービス体制の充実に

努めております。

　また適正利益確保のため、事業資本回転率の向上、商品在庫の徹底した管理を実施しております。特に事業エリア

は住宅需要の旺盛な首都圏に照準を合わせ効率的な資本投下を心がけております。

　このように当社グループではお客様のご満足を実現することを通じ、最大の利益が確保できるよう健全な事業運営

を遂行し、株主の皆様のご期待にお応えすることを最重視しております。

２．利益配分に関する基本方針

　当社は株主への利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けております。当社の利益配分に関しましては、安

定した配当を継続するとともに、将来の積極的な事業展開や経営環境の変化に備えた経営基盤の強化に必要な内部留

保を確保することを基本方針としております。

　平成19年３月期（第21期）の配当につきましては、30円を予定しております。

　なお、平成18年５月の会社法施行に伴い、配当に関する回数制限が廃止されましたが、当社は配当の取扱いに関し

て変更の予定はございません。

３．中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標、対処すべき課題

　当社は設立20年を機に、経営陣を刷新し経営の強化を図り、新たに平成21年度（第24期）を最終年度とする中期経

営計画「ＭＭチャレンジ21」を策定いたしました。本計画の骨子は、安定的な売上高と利益を確保し、自己資本を充

実することにより磐石な経営基盤を構築することにあります。平成21年度までの中期的観点から、各年度の売上高、

経常利益を安定的に５％以上成長させることを目標とし、最終年度における具体的な目標数値として、売上高経常利

益率10％、自己資本比率35％、ＲＯＡ7.5％を掲げております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単体ベース）

目標（平成21年度） 前期実績（参考）

売上高経常利益率（％） 10.0 11.1

自己資本比率（％） 35.0 30.6

ＲＯＡ（％） 7.5 6.8

※ＲＯＡ＝経常利益／期末総資産残高

　　　成熟社会への移行など経済・社会環境が変化する中で、お客様のニーズはそのライフスタイルに合わせてますます

　　多様化・個性化しております。一方では、リートやファンド等による不動産投資市場の拡大など不動産業界を取り巻

　　く環境は変化を続けています。　　　

　　　当社グループは、不動産のプロフェッショナルとしてお客様のニーズに的確に応えるとともに、こうした環境の変

　　化をビジネスチャンスと捉え、次のような施策遂行により中期経営計画の達成に向けて取り組んでまいります。

　　　①グループ総合力の発揮によるお客様の視点にたった良質な商品開発やサービスの提供

　　　②社員教育の充実をベースとした営業力の強化による早期完売体制の構築とこれに伴う資金効率の改善

　　　③適正利潤の確保と効率的な業務運営による収益力の強化

　　　④不動産投資市場における物件の供給及び関連事業の推進

 

 　４．親会社に関する事項

 　　　該当する事項はございません。
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３．経営成績及び財政状態
１．経営成績

(1）概況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、資源・エネルギー価格の高騰や米国経済の減速懸念等のリスク要因

がありましたが、好調な企業の設備投資や自動車等の輸出に牽引され、回復基調を維持しました。

　また、天候不順等による伸び悩みはありましたが、雇用情勢の改善を受けて個人消費も堅調な推移を示し、企業

部門とともに緩やかな景気拡大を支える展開となりました。

　こうした経済状況を背景に、７月にはゼロ金利政策の解除が実施されました。

　当マンション業界におきましては、当社の主要営業基盤である首都圏を中心とした地価の回復や空室率の低下に

よるオフィスビルの賃料引き上げの動きが鮮明となる中、デフレの終息感や金利の先高感などから、団塊ジュニア

世代や利便性を求めるシニア層の住宅取得ニーズが強まり、ユーザー向け市場は堅調な推移となりました。不動産

投資市場でも、J-REITを中心とした市場の成長が続いております。

　しかしながら、地価の反転や競合による用地取得費の上昇が見込まれることや、今後の金利動向などの懸念要因

もあり、営業環境は予断を許さないものと考えられます。

　このような状況の中で当社及びグループ各社は、高い利便性、セキュリティ機能や耐震性の強化などユーザー層

のニーズを先取りした高品質の商品開発に注力するとともに、積極的な営業活動を展開し、業績の向上に努めてま

いりました。同時に、設計段階での二重チェック体制（ピアチェック）を始めとした建設品質管理システム（トリ

ニティ・アイズ）を導入し、ユーザー層に安心を提供する施策を推進しております。

　この結果、当中間期の業績は次のとおりとなりました。

（連結）

区分
当中間期実績
（百万円）

前中間期実績
（百万円）

増減

金額（百万円） 増減率（％）

売上高 27,643 31,522 △3,879 △12.3

営業利益 1,721 3,992 △2,270 △56.9

経常利益 1,253 3,555 △2,301 △64.7

中間純利益又は中間純損失

（△）
723 △263 987 －

（単体）

区分
当中間期実績
（百万円）

前中間期実績
（百万円）

増減

金額（百万円） 増減率（％）

売上高 25,600 29,726 △4,125 △13.9

営業利益 1,559 3,800 △2,241 △59.0

経常利益 1,204 3,480 △2,276 △65.4

中間純利益 713 645 68 10.6

(2）連結セグメント別の業績

　各セグメントの売上高は、外部顧客に対する売上を記載しております。

①　不動産販売事業（マンション等の開発分譲）

　不動産販売事業におきましては、和みとモダンの調和した「クリオ亀戸」、日常に満ちるリゾート感覚が愉し

い「クリオ横須賀うみかぜ公園」など、当中間期中に880戸を販売いたしましたが、一部物件の引渡しが下期にず

れ込んだことから、売上高は250億39百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益15億８百万円（同59.6％減）とな

りました。
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　売上の状況は次のとおりであります。

区分
当中間期実績

(A)
前中間期実績

(B)
(A)－(B)

中高層住宅
戸数（戸） 880 544 336

売上高（百万円） 25,037 21,004 4,033

土地・建物
戸数（戸） － － －

売上高（百万円） 1 8,217 △8,215

計
戸数（戸） 880 544 336

売上高（百万円） 25,039 29,221 △4,181

②　不動産賃貸事業（不動産賃貸及び付随業務）

　不動産賃貸事業におきましては、賃貸付けの強化を図るなどの営業努力により、売上高は921百万円（前年同期

比8.3％増）、営業利益449百万円（同19.2％増）となりました。

③　その他事業

　その他事業におきましては、不動産管理事業、住設企画販売事業を中心に、売上高は1,681百万円（前年同期比

16.0％増）、営業利益33百万円（同49.4％減）となりました。

(3）平成19年３月期の業績見通し

　当マンション業界における仕入・販売競争はさらに激化することが予想されますが、当社グループ一丸となり、

業績確保に努めてまいります。

　投資家向けマンション市場の状況や一部物件の利益率見直しを行いました結果、当期末の業績見通しについては、

次のとおりとなります。

（連結）

区分 当期予想（百万円） 前期実績（百万円）
増減

金額（百万円） 増減率（％）

売上高 81,000 70,637 10,362 14.7

営業利益 9,400 8,501 898 10.6

経常利益 8,100 7,721 378 4.9

当期純利益 4,700 573 4,126 719.7

（単体）

区分 当期予想（百万円） 前期実績（百万円）
増減

金額（百万円） 増減率（％）

売上高 76,300 66,743 9,556 14.3

営業利益 8,900 8,091 808 10.0

経常利益 7,700 7,419 280 3.8

当期純利益 4,500 1,294 3,205 247.7
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２．財政状態

(1）資産、負債、資本の状況

（連結）

当中間期実績（百万円） 前中間期実績（百万円） 増減（百万円）

総資産 130,198 96,200 33,998

総負債 96,246 62,683 33,563

純資産 33,951 33,516 434

有利子負債 78,849 52,335 26,513

（単体）

当中間期実績（百万円） 前中間期実績（百万円） 増減（百万円）

総資産 123,898 89,345 34,552

総負債 90,913 56,597 34,315

純資産 32,984 32,748 236

有利子負債 74,582 47,537 27,044

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益が12億55百万円となり、たな卸資産の増加152億39百万円及び長期借入金の返済が122億８百万円であったも

のの、長期借入金による収入が318億10百万円であり、前中間連結会計期間末に比べ153億53百万円増加し、当中間

連結会計期間末には371億99百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の減少は221億82百万円（前年同期比185億41百万円減）となりました。これは主として、仕

掛販売用不動産の増加による資金の減少及びマンションの工事代金の支払手形決済に係る中間期末仕入債務の減少

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の増加は１億６百万円（前年同期は１億79百万円の減少）となりました。これは主に定期預

金の払戻しに伴う収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は200億48百万円（前年同期比200億22百万円増）となりました。これは主に不動産販

売事業に伴う用地取得のための借入によるものであります。
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(3）キャッシュ・フロー指標の推移

項目 平成16年９月期 平成17年９月期 平成18年９月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率（％） 34.5 34.8 26.1 31.8 29.6

時価ベースの自己資本比率

（％）
24.2 38.3 35.8 29.3 42.0

債務償還年数（年） － － － 4.9 6.7

インタレスト・カバレッジ・

レシオ
－ － － 9.7 9.0

※各指標の基準は下記の通りであります。いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

自己資本比率：純資産／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

株式時価総額：決算期末月の月中平均株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）

営業キャッシュ・フロー：連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

利払い：連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

　（注）　平成16年９月期、平成17年９月期及び平成18年９月期における債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・

レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。
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３．事業等のリスク

　　　当社及び当社の関係会社（以下「当社グループ」といいます。）の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす

　　リスクには以下のようなものがあります。

　　　なお、文中における将来に関する事項は、平成18年９月30日現在において、当社グループが判断したものでありま

　　す。

 

　（1）経済環境の変化による影響

 　　　当社グループの営業収入は、91％が不動産販売事業、３％が不動産賃貸事業、６％が住宅設備機器販売等のその

　　 他事業という構成です。このように不動産販売事業が重要な部分を占めており、消費者向け高額商品という性質上

　　 国内経済の好不況により大きな影響を受けます。

　　　 お客様がマンションを購入するには実需と投資の両面が考えられます。実需の場合は、住居取得の必然的な事情

　　 のほか、戸建住宅、賃貸住宅との競合があります。潜在的需要は根強いものの、景気後退局面やデフレ傾向が続く

　　 経済環境では消費者心理が低迷し、購入を控える傾向が現われます。

　　　 また雇用・所得情勢の悪化や、年金・消費税などに対する不透明感は、消費者の生活不安や将来不安を顕在化さ

　　 せ、購入意欲が著しく減退します。

　　　 投資対象としてのマンション取得は、さらに経済環境の影響を受けやすく、景気後退局面では投資が鈍ります。

　　 景気回復が鮮明になる段階では、不動産価格の底入れ感が台頭し、活発な投資行動が見られます。

 　　　さらに景気低迷のなかでは、業界他社も同様な環境下での営業を余儀なくされるため、販売価格の引き下げ等熾

　　 烈な競争が生じます。

 　　　当社グループは経済環境の変化に対応するため、商品の多様性、収入の安定性、経営の効率性を基本にさまざま

　　 な経営努力を傾注しているところですが、経済環境の変化は当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能

　　 性があります。

 

　（2）金融環境の変化による影響

       当社グループの土地取得のための資金調達は、プロジェクト毎の銀行借入を基本としております。また金利上昇

　　 リスクやアベイラビリティ・リスク等の金融リスクに対応できるよう、高い手元流動性の維持のほか、社債や開発

　　 型証券化、コミットメントラインの設定等種々の金融リスク回避手法を検討しております。しかしながら資金調達

　　 が困難になる事態は皆無ではなく、また金利上昇はコストの増加要因となります。

 　　　また住宅ローン金利の上昇による住宅購入意欲の減退や期待投資利回りの上昇による不動産市場への資金流入の

　　 変化等の要因から、マンション分譲に対する影響が懸念されます。

 　　　これら金融環境の変化は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

　（3）法令及び会計基準の改正等による影響

 　　　当社は、現行の法令及び会計基準に則り決算を行い、適切に財務開示を行っております。ただし、将来的に、税

　　 制及び会計基準等の変更が実施された場合には、当社の財務状況に影響を与えることがあります。

　　　 当期より「役員賞与に関する会計基準」の適用が義務付けられたことから、役員賞与引当金繰入額66百万円を計

　　 上しております。

 

　（4）訴訟事件による影響

       不動産販売事業は、あらゆる法的規制及び行政指導を遵守し、近隣住民への説明義務を十分に果たしたとしても

　　 事業計画通りにプロジェクトが遂行できるとは限りません。

 　　　当社グループには建物瑕疵に関するものや契約不履行等を理由とするものなど数件の訴訟事件があります。この

　　 ような訴訟の存在自体が企業イメージを悪化させる要因となる場合があります。また裁判は、直接的・間接的なコ

　　 ストの増加要因となります。

       これらの訴訟事件は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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　（5）公的規制等による影響

 　　　当社グループは、不動産販売事業を遂行するうえで、土地取得、建設、販売というプロセスを経るわけですが、

　　 各々の段階で種々の法的規制ならびに行政指導を受けることになります。当社グループとしては、法的手続きによ

　　 る権利の保全に万全を期しています。しかしながら将来において、現在予期しない法的規制が設けられる可能性が

　　 あります。これらの法的規制にかかる指摘を受けた場合には、当社グループの事業活動が制限される可能性があ　

　　 り、また、これらの規制を遵守できなかった場合には、予期せぬコストの増加につながる可能性があります。

     従って、これらの規制は当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

　（6）災害による影響

 　　　当社グループが建設中のマンションや完成引渡前の物件が火災、地震等の災害に遭遇した場合、工事の修復と工

　　 期の延長を余儀なくされるうえ、販売計画に大幅な差異を生じさせます。もちろん保険により求償することになり

　　 ますが、最終的にすべての損失を補填できるとは限りません。

 　　　大規模な修復を余儀なくされる事態の発生は多額の補償をともなうこともあり得ます。このような災害は当社グ

　　 ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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４．中間連結財務諸表等
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金 ※２  21,933   37,471    39,646  

２．受取手形及び
売掛金

※３  713   2,448    1,047  

３．販売用不動産
※
2,5

 9,441   1,919    10,323  

４．仕掛販売用不
動産

※２  36,012   63,261    39,517  

５．営業貸付金   1,945   1,457    1,675  

６．繰延税金資産   2,568   863    1,332  

７．その他流動資
産

  767   839    717  

貸倒引当金   △12   △11    △12  

流動資産合計   73,369 76.3  108,250 83.1 34,881  94,247 81.0

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産            

(1) 建物及び構
築物

※
1,2
5

6,188   6,098    6,236   

(2) 土地
※
2,5

13,076   12,884    12,880   

(3) その他 ※１ 131 19,396 20.1 157 19,141 14.7 △254 131 19,248 16.6

２．無形固定資産   156 0.2  144 0.1 △12  151 0.1

３．投資その他の
資産

           

(1) 投資有価証
券

 1,450   441    1,532   

(2) 繰延税金資
産

 864   215    218   

(3) その他  2,021   2,966    2,029   

貸倒引当金  △1,058 3,277 3.4 △960 2,662 2.1 △615 △1,064 2,716 2.3

固定資産合計   22,830 23.7  21,947 16.9 △882  22,116 19.0

資産合計   96,200 100.0  130,198 100.0 33,998  116,363 100.0

            

－ 11 －



  
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．支払手形及び
買掛金

※３  3,970   12,663    17,777  

２．短期借入金 ※２  2,270   2,740    1,270  

３．１年以内返済
予定長期借入
金

※２  15,072   25,215    10,880  

４．未払法人税等   129   73    903  

５．前受金 ※２  4,273   2,280    3,169  

６．役員賞与引当
　　金

  －   66    －  

７．その他   1,099   1,428    1,470  

流動負債合計   26,816 27.9  44,467 34.1 17,650  35,471 30.5

Ⅱ　固定負債            

１．長期借入金 ※２  34,992   50,893    45,627  

２．退職給付引当
金

  92   74    72  

３．役員退職慰労
引当金

  290   317    306  

４．その他   490   492    491  

固定負債合計   35,866 37.3  51,779 39.8 15,912  46,497 39.9

負債合計   62,683 65.2  96,246 73.9 33,563  81,968 70.4

            

（少数株主持分）            

少数株主持分   － －  － － －  － －

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   3,537 3.7  － － △3,537  3,537 3.1

Ⅱ　資本剰余金   5,395 5.6  － － △5,395  5,395 4.7

Ⅲ　利益剰余金   24,916 25.9  － － △24,916  25,753 22.1

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

  103 0.1  － － △103  145 0.1

Ⅴ　自己株式   △436 △0.5  － － 436  △436 △0.4

資本合計   33,516 34.8  － － △33,516  34,395 29.6

負債、少数株主
持分及び資本合
計

  96,200 100.0  － － △96,200  116,363 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１．資本金   － －  3,537 2.7 3,537  － －

２．資本剰余金            

 (1）資本準備金  －   5,395    －   

　資本剰余金合計   － －  5,395 4.1 5,395  － －

３．利益剰余金            

 (1）利益準備金  －   704    －   

 (2）その他利益　
 　　剰余金

           

 　　別途積立金  －   21,952    －   

 　　繰越利益剰
 　　余金

 －   2,664    －   

　利益剰余金合計   － －  25,320 19.5 25,320  － －

４．自己株式   － －  △436 △0.3 △436  － －

　株主資本合計   － －  33,817 26.0 33,817  － －

Ⅱ　評価・換算差額
　　等

           

１．その他有価証
　　券評価差額金

  － －  133 0.1 133  － －

　評価・換算差額
　等合計

  － －  133 0.1 133  － －

Ⅲ　少数株主持分   － －  － － －  － －

　純資産合計   － －  33,951 26.1 33,951  － －

　負債純資産合計   － －  130,198 100.0 130,198  － －
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   31,522 100.0  27,643 100.0 △3,879  70,637 100.0

Ⅱ　売上原価   24,309 77.1  23,001 83.2 △1,307  56,137 79.5

売上総利益   7,213 22.9  4,641 16.8 △2,571  14,500 20.5

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  3,220 10.2  2,919 10.6 △300  5,998 8.5

営業利益   3,992 12.7  1,721 6.2 △2,270  8,501 12.0

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息  0   8    1   

２．受取配当金  29   1    1   

３．違約金収入  17   10    44   

４．匿名組合分配
金

 －   32    133   

５．その他営業外
収益

 110 158 0.5 88 143 0.5 △15 192 373 0.5

Ⅴ　営業外費用            

１．支払利息  469   558    940   

２．その他営業外
費用

 126 596 1.9 52 611 2.2 15 213 1,154 1.6

経常利益   3,555 11.3  1,253 4.5 △2,301  7,721 10.9

Ⅵ　特別利益            

１．前期損益修正
益

※２ 3   5    9   

２．貸倒引当金戻
入益

 78   25    121   

３．過年度償却債
権取立益

 0   0    0   

４．投資有価証券
売却益

 －   －    0   

５．固定資産売却
益

※３ 2 84 0.3 － 31 0.1 △53 3 135 0.2

Ⅶ　特別損失            

１．前期損益修正
損

※４ 5   3    6   

２．投資有価証券
評価損

 －   －    9   

３．固定資産除却
損

 0   3    1   

４．固定資産売却
損

※５ 0   0    0   

５．損害賠償金  5   －    5   

６．建物診断手数
料

 －   23    －   

７．貸倒引当金繰
入額

 －   －    37   

８．減損損失 ※６ 2,490 2,501 7.9 － 30 0.1 △2,471 3,122 3,181 4.5

－ 14 －



  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

税金等調整前
中間（当期）
純利益

  1,138 3.6  1,255 4.5 116  4,674 6.6

法人税、住民
税及び事業税

 80   50    927   

法人税等調整
額

 1,321 1,402 4.5 480 531 1.9 △870 3,173 4,101 5.8

少数株主利益   － －  － － －  － －

中間（当期）
純利益又は中
間純損失
（△）

  △263 △0.8  723 2.6 987  573 0.8
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(3) 中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

 　　中間連結剰余金計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）      

Ⅰ　資本剰余金期首残高   5,395  5,395

Ⅱ　資本剰余金中間期末（期
末）残高

  5,395  5,395

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ　利益剰余金期首残高   26,024  26,024

Ⅱ　利益剰余金増加高      

１．当期純利益  － － 573 573

Ⅲ　利益剰余金減少高      

１. 中間純損失  263  －  

２．配当金  766  766  

３．役員賞与  78  78  

（うち監査役分）  (11) 1,108 (11) 845

Ⅳ　利益剰余金中間期末（期
末）残高

  24,916  25,753
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中間連結株主資本等変動計算書

　当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本合
計

平成18年3月31日　残高

（百万円）
3,537 5,395 25,753 △436 34,250

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   △1,022  △1,022

役員賞与（注）   △133  △133

中間純利益   723  723

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額）

     

中間連結会計期間中の変動額合

計（百万円）
－ － △432 － △432

平成18年9月30日　残高

（百万円）
3,537 5,395 25,320 △436 33,817

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年3月31日　残高

（百万円）
145 145 － 34,395

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）    △1,022

役員賞与（注）    △133

中間純利益    723

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額）

△11 △11 － △11

中間連結会計期間中の変動額合

計（百万円）
△11 △11 － △444

平成18年9月30日　残高

（百万円）
133 133 － 33,951

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

     

税金等調整前中間
（当期）純利益

 1,138 1,255  4,674

減価償却費  194 188  392

貸倒引当金の増減
（減少：△）

 △374 △104  △367

退職給付引当金の増
減（減少：△）

 0 2  △19

役員賞与引当金の増
減（減少：△）

 － 66  －

役員退職慰労引当金
の増減（減少：△）

 7 11  23

受取利息及び受取配
当金

 △30 △10  △2

匿名組合分配金  － △32  △133

支払利息  469 558  940

投資有価証券売却益  － －  △0

投資有価証券評価損  － －  9

減損損失  2,490 －  3,122

固定資産除却損  0 3  1

固定資産売却損  0 0  0

固定資産売却益  △2 －  △3

役員賞与支払額  △78 △133  △78

売上債権の増減（増
加：△）

 1,690 △1,049  861

たな卸資産の増減
（増加：△）

 3,624 △15,239  △1,347

その他資産の増減
（増加：△）

 △782 △189  53

未収消費税の増減
（増加：△）

 △0 11  △11

仕入債務の増減（減
少：△）

 △13,559 △5,113  246

その他負債の増減
（減少：△）

 1,330 △1,020  705

未払消費税の増減
（減少：△）

 81 47  △0

小計  △3,798 △20,749 △16,950 9,066
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前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

利息及び配当金の受
取額

 30 9  2

利息の支払額  △463 △585  △957

法人税等の支払額
（△）及び還付額

 590 △857  518

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △3,641 △22,182 △18,541 8,629

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

     

定期預金の預入によ
る支出

 △81 △66  △494

定期預金の払戻によ
る収入

 78 213  159

投資有価証券の取得
による支出

 － －  △20

投資有価証券の売却
等による収入 

 － －  0

有形固定資産の取得
による支出

 △123 △62  △168

有形固定資産の売却
による収入

 7 0  8

無形固定資産の取得
による支出 

 △55 △8  △63

会員権取得による支
出

 － －  △1

匿名組合分配金の受
取額 

 － 30  75

その他資産の増減額
（増加：△）

 △3 △0  △5

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △179 106 285 △510
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前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

     

短期借入金の純増減
額（減少：△）

 － 1,470  △1,000

長期借入れによる収
入

 17,990 31,810  35,170

長期借入金の返済に
よる支出

 △17,197 △12,208  △27,935

配当金の支払額  △766 △1,022  △766

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 26 20,048 20,022 5,468

Ⅳ　現金及び現金同等物の
増減（減少：△）

 △3,794 △2,027 1,766 13,587

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

 25,640 39,227 13,587 25,640

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

 21,846 37,199 15,353 39,227
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社　４社

　　 明和ファイナンス株式会社

　　 明和管理株式会社

　　 明和総合商事株式会社

　　 明和ライフサポート株式会社

(1) 連結子会社　４社

　　 明和ファイナンス株式会社

　　 明和管理株式会社

　　 明和総合商事株式会社

　　 明和ライフサポート株式会社

(1) 連結子会社　４社

 　　明和ファイナンス株式会社

　　 明和管理株式会社

　　 明和総合商事株式会社

 　　明和ライフサポート株式会社

 　このうち明和ライフサポート株式

会社については、当中間連結会計期

間において新たに設立し、連結子会

社に含めております。　　　　　

　　　　　　 　このうち明和ライフサポート株式

会社については、当連結会計年度に

おいて新たに設立し、連結子会社に

含めております。　　　　　

 

(2) 非連結子会社　１社

明和地所住宅販売株式会社

(2) 非連結子会社　３社

明和地所住宅販売株式会社

有限会社ＧＳＰ

有限会社ＦＳＳ

　当中間連結会計期間より、「投

資事業組合に対する支配力基準及

び影響力基準の適用に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第20

号　平成18年9月8日）の公表に

伴い、有限会社ＧＳＰ及び有限会

社ＦＳＳが非連結子会社となって

おります。

(2) 非連結子会社　１社

明和地所住宅販売株式会社

(3) 非連結子会社について、連結の

範囲から除いた理由

　非連結子会社の総資産・売上

高・中間純損益及び利益剰余金等

はいずれも僅少であり、中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

(3) 非連結子会社について、連結の

範囲から除いた理由

同左

(3) 非連結子会社について、連結の

範囲から除いた理由

　非連結子会社の総資産・売上

高・当期純損益及び利益剰余金等

はいずれも僅少であり、連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。

２．持分法の適用に関する事

項

　上記非連結子会社１社については、

中間連結純利益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ重要

性がないため、この会社に対する投

資勘定については、持分法を適用し

ておりません。なお、当社の関連会

社はありません。

　上記非連結子会社３社及び関連会

社（株式会社アキシオン）について

は、中間連結純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため、これらの会社に

対する投資勘定については、持分法

を適用しておりません。

　上記非連結子会社１社及び関連会

社（株式会社アキシオン）について

は、当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ重要

性がないため、これらの会社に対す

る投資勘定については、持分法を適

用しておりません。

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項

　連結子会社の中間期の末日は中間

連結決算日と同一であります。

同左 　連結子会社の決算日は連結決算日

と同一であります。

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価

差額は全部資本直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価

法

時価のないもの

…同左

時価のないもの

…同左

②　たな卸資産

販売用不動産及び仕掛販売用

不動産

…個別法による原価法

②　たな卸資産

販売用不動産及び仕掛販売用

不動産

…同左

②　たな卸資産

販売用不動産及び仕掛販売用

不動産

…同左

その他のたな卸資産

…最終仕入原価法

その他のたな卸資産

…同左

その他のたな卸資産

…同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

…定率法を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

…同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

…同左

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物…10～50年

同左 同左

無形固定資産

…定額法を採用しております。

無形固定資産

…同左

無形固定資産

…同左

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

同左 同左

(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　受取手形・売掛金・貸付金等

の貸倒れの損失に備えるために、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　役員賞与引当金

─────

②　役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給見込

額の当中間連結会計期間負担額を

計上しております。

(会計方針の変更)

　当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第4号　平成17年11月29

日)を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ66百万円減少しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

②　役員賞与引当金

─────

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。なお、数理計算上の差異は

その発生時の翌連結会計年度に

て一括費用処理することとして

おります。

③　退職給付引当金

同左

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異はその

発生時の翌連結会計年度にて一

括費用処理することとしており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

④　役員退職慰労引当金

　当社は役員の退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額の全額を計上

しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

④　役員退職慰労引当金

　当社は役員の退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

期末要支給額の全額を計上して

おります。

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて、特例

処理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用しており

ます。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…金利スワップ

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…同左

ヘッジ対象

…借入金の利息

ヘッジ対象

…同左

ヘッジ対象

…同左

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っております。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので中間連結

決算日における有効性の評価を

省略しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので連結決算

日における有効性の評価を省略

しております。

(6)消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。ただし、資産に係る控除対象

外消費税及び地方消費税は当中間

連結会計期間の費用としておりま

す。

(6)消費税等の処理方法

同左

(6)消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。ただし、資産に係る控除対象

外消費税及び地方消費税は当連結

会計年度の期間費用としておりま

す。

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　　固定資産の減損に係る

　　会計基準

 　当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより、

税金等調整前中間純利益は2,490

百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額につきま

しては、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。

 

─────  　当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

6号　平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、税金

等調整前当期純利益は3,122百万

円減少しております。

　なお、減損損失累計額につきま

しては、改正後の連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。

　　貸借対照表の純資産の部

　　の表示に関する会計基準

─────  　当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

5号　平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第8号　平成

17年12月9日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相

当する金額は33,951百万円であり

ます。

　なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。

─────

追加情報

　　　　該当事項はありません。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

5,068百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

 5,373百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

 5,239百万円であります。

※２．担保資産

(1) 担保に供している資産

※２．担保資産

(1) 担保に供している資産

※２．担保資産

(1) 担保に供している資産

現金及び預金 3百万円

販売用不動産 －百万円

仕掛販売用不動産 33,267百万円

建物及び構築物 4,949百万円

土地 10,631百万円

計 48,852百万円

現金及び預金  140百万円

販売用不動産 －百万円

仕掛販売用不動産   60,500百万円

建物及び構築物    4,527百万円

土地   10,418百万円

計   75,587百万円

現金及び預金  332百万円

販売用不動産    1,823百万円

仕掛販売用不動産   37,040百万円

建物及び構築物    4,651百万円

土地   10,430百万円

計   54,278百万円

(2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務 (2) 担保資産に対応する債務

１年以内返済予定長

期借入金
13,702百万円

長期借入金 33,127百万円

計 46,830百万円

短期借入金      770百万円

前受金      137百万円

１年以内返済予定長

期借入金
  24,343百万円

長期借入金   49,893百万円

計   75,144百万円

前受金      328百万円

１年以内返済予定長

期借入金
  10,753百万円

長期借入金   42,816百万円

計   53,898百万円

※３．中間連結会計期間末日満期手形

─────

※３．中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。

　　　受取手形　　　　　　 838百万円

　　　支払手形　　　　　 4,405百万円

※３．中間連結会計期間末日満期手形

─────

　４．偶発債務

　当社顧客の住宅ローンに関して、抵当

権設定登記完了までの間、金融機関及び

住宅金融専門会社等８社に対し、次のと

おり連帯債務保証を行っております。

1,411百万円

　４．偶発債務

　当社顧客の住宅ローンに関して、抵当

権設定登記完了までの間、金融機関及び

住宅金融専門会社等９社に対し、次のと

おり連帯債務保証を行っております。

     2,748百万円

　４．偶発債務

　当社顧客の住宅ローンに関して、抵当

権設定登記完了までの間、金融機関及び

住宅金融専門会社等１０社に対し、次の

とおり連帯債務保証を行っております。

     6,493百万円

※５．販売用不動産の保有目的の変更

─────

※５．販売用不動産の保有目的の変更

─────

※５．販売用不動産の保有目的の変更

　従来、販売用不動産として保有してい

た下記の不動産は、当連結会計年度から

保有目的を変更したため、有形固定資産

に振替表示しております。

　（振替時帳簿価額）

　　建物及び構築物　　　　428百万円

　　土地　　　　　　　　　200百万円

　６．連結子会社（明和総合商事株式会社）

においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

　６．連結子会社（明和総合商事株式会社）

においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

　６．連結子会社（明和総合商事株式会社）

においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,100百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 800百万円

当座貸越極度額の総額 1,100百万円

借入実行残高   300百万円

差引額   800百万円

当座貸越極度額の総額 1,100百万円

借入実行残高   600百万円

差引額   500百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。

広告宣伝費 452百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

給料手当 1,064百万円

退職給付費用 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額  11百万円

支払手数料  417百万円

広告宣伝費   351百万円

給料手当 1,076百万円

退職給付費用   17百万円

役員賞与引当金繰入額   66百万円

役員退職慰労引当金繰入額    11百万円

支払手数料   195百万円

広告宣伝費 770百万円

貸倒引当金繰入額 15百万円

給料手当 2,042百万円

退職給付費用   16百万円

役員退職慰労引当金繰入額   27百万円

支払手数料   677百万円

※２．前期損益修正益の内訳は、次のとおり

であります。

※２．前期損益修正益の内訳は、次のとおり

であります。

※２．前期損益修正益の内訳は、次のとおり

であります。

過年度売上高修正益 3百万円 過年度売上原価修正益  5百万円 過年度売上原価修正益  9百万円

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。

※３．　　　　───── ※３．　　　　─────

車両運搬具売却益  2百万円

貸与資産売却益  0百万円

計  2百万円

※４．前期損益修正損の内訳は、次のとおり

であります。

※４．前期損益修正損の内訳は、次のとおり

であります。

※４．前期損益修正損の内訳は、次のとおり

であります。

過年度売上高修正損 4百万円

過年度販管費修正損 0百万円

過年度営業外収益修正損 1百万円

計 5百万円

過年度売上高修正損  2百万円

過年度売上原価修正損  1百万円

計  3百万円

過年度売上原価修正損  4百万円

過年度営業外収益修正損  1百万円

過年度販管費修正損  1百万円

計  6百万円

※５．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。

※５．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。

※５．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。

車両運搬具売却損 0百万円 車両運搬具売却損  0百万円 車両運搬具売却損  0百万円
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※６．減損損失

　当社グループは、固定資産に計上して

る賃貸物件及び、遊休資産について、そ

の物件ごとに一つの資産グループとして

分類しております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下

落及び、継続的な地価の下落により、当

社グループは当中間連結会計期間におい

て、収益性が著しく低下した以下の賃貸

用不動産１６件及び、遊休資産１件の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（2,490百万円）として

特別損失に計上いたしました。

※６．　　　　───── ※６．減損損失

　当社グループは、固定資産に計上して

る賃貸物件及び、遊休資産について、そ

の物件ごとに一つの資産グループとして

分類しております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下

落及び、継続的な地価の下落により、当

社グループは当連結会計年度において、

収益性が著しく低下した以下の賃貸用不

動産及び、遊休資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（3,122百万円）として特別損失に計上

いたしました。

(地域)　　　 (主な用途)　　　(減損損失) (地域)　　　 (主な用途)　　　(減損損失) 

神奈川県　賃貸マンション5棟　　328百万円 東京都　　賃貸用戸建住宅1戸　　421百万円

横浜市  　遊休資産　　　1件　　 61百万円 練馬区  　

 

神奈川県　賃貸マンション7棟　　601百万円 神奈川県　賃貸マンション5棟　　328百万円

その他  　駐車場　　　　1件　　126百万円 横浜市  　賃貸マンション5戸　　 14百万円

 　　　  　遊休資産　　　1件　　 61百万円

北海道　  賃貸マンション3棟　1,372百万円

札幌市 神奈川県　賃貸マンション7棟　　601百万円

 その他  　賃貸マンション17戸 　196百万円

 ※地域ごとの減損損失の内訳 　　　  　駐車場　　　　1件　　126百万円

 ・神奈川県横浜市

 　　　389（内、土地268、建物120）百万円 北海道　  賃貸マンション3棟　1,372百万円

 ・神奈川県その他 札幌市

 　　　728（内、土地479、建物248）百万円

 ・北海道札幌市  ※地域ごとの減損損失の内訳

 　　1,372（内、土地843、建物529）百万円  ・東京都練馬区

  　　　421（内、土地326、建物95） 百万円

  ・神奈川県横浜市

  　　　403（内、土地272、建物130）百万円

  ・神奈川県その他

  　　　924（内、土地545、建物378）百万円

  ・北海道札幌市

  　　1,372（内、土地843、建物529）百万円

  

 　　 なお、当資産グループの回収可能価額

は、それぞれの資産グループの正味売却

価額と使用価値を比較し、いずれか高い

ものを各資産グループにおいて採用して

おります。

　正味売却価額の時価の算定方法は、土

地については公示価格に基づいた時価、

建物については固定資産税評価額等によ

り評価しております。また、使用価値に

おいては、将来キャッシュ・フローを5％

で割り引いて算定しております。

 　　 なお、当資産グループの回収可能価額

は、それぞれの資産グループの正味売却

価額と使用価値を比較し、いずれか高い

ものを各資産グループにおいて採用して

おります。

　正味売却価額は、不動産鑑定士による

鑑定評価額等により評価しております。

また、使用価値においては、将来キャッ

シュ・フローを5％で割り引いて算定して

おります。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式

普通株式 26,000 － － 26,000

合計 26,000 － － 26,000

自己株式

普通株式 434 － － 434

合計 434 － － 434

２．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,022 40 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 21,933百万円

預入期間が３ヶ月を越え

る定期預金
△86百万円

現金及び現金同等物 21,846百万円

現金及び預金勘定     37,471百万円

預入期間が３ヶ月を越え

る定期預金及び担保に供

している定期預金

  △271百万円

現金及び現金同等物     37,199百万円

現金及び預金勘定     39,646百万円

預入期間が３ヶ月を越え

る定期預金及び担保に供

している定期預金

  △418百万円

現金及び現金同等物     39,227百万円
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①　リース取引

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（借主側） （借主側） （借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産
その他

72 46 26

合計 72 46 26

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産
その他

62 50 12

合計 62 50 12

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

有形固定資産
その他

72 53 18

合計 72 53 18

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

　　　未経過リース料中間期末残高相当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

　　　未経過リース料中間期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14百万円

１年超 11百万円

合計 26百万円

１年内   5百万円

１年超   6百万円

合計   12百万円

１年内   9百万円

１年超   8百万円

合計   18百万円

　（注）　未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

同左 　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

支払リース料  6百万円

減価償却費相当額  6百万円

支払リース料   17百万円

減価償却費相当額   17百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

 （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

 （減損損失について）

同左 

 （減損損失について）

同左 
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②　有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前中間連結会計期間
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（平成18年９月30日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 株式 51 226 175 51 276 225 51 296 245

(2) 債券          

国債・地方債等 － － － － － － － － －

社債 － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － －

(3) その他 － － － － － － － － －

合　計 51 226 175 51 276 225 51 296 245

２．時価評価されてない主な有価証券の内容

 

前中間連結会計期間
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（平成18年９月30日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券    

非上場株式 130 122 122

匿名組合出資金 1,071 － 1,071

その他 － － －

 合　計 1,201 122 1,193

③　デリバティブ取引

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

　当社で利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので開示の

対象からは除いております。

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

　当社で利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので開示の

対象からは除いております。

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

　当社で利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用しておりますので開示の

対象からは除いております。
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④　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

 
不動産販売

事業
（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 29,221 851 1,449 31,522 － 31,522

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 49 802 852 (852) －

計 29,221 900 2,252 32,374 (852) 31,522

営業費用 25,488 523 2,186 28,198 (668) 27,529

営業利益 3,732 377 66 4,176 (183) 3,992

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 
不動産販売

事業
（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 25,039 921 1,681 27,643 － 27,643

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 60 1,680 1,740 (1,740) －

計 25,039 982 3,361 29,383 (1,740) 27,643

営業費用 23,531 532 3,328 27,392 (1,470) 25,921

営業利益 1,508 449 33 1,991 (269) 1,721
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前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

 
不動産販売

事業
（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は

 全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業利益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 65,668 1,726 3,241 70,637 － 70,637

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
604 107 3,199 3,911 (3,911) －

計 66,272 1,834 6,441 74,548 (3,911) 70,637

営業費用 58,319 1,065 6,262 65,647 (3,512) 62,135

営業利益（又は営業損失） 7,953 768 178 8,900 (398) 8,501

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は売上集計区分によっております。

２．各事業の主な内容

不動産販売事業……マンション等の開発分譲

不動産賃貸事業……不動産賃貸及び付随業務

その他事業……不動産管理、住設企画販売、金融関連、広告宣伝、不動産管理請負、人材派遣事業

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

 
前中間連結会
計期間

当中間連結会
計期間

前連結会計年
度

主な内容

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（百万円）

211 287 426
管理部門に係る資産の減価償

却費等であります。

４．会計方針の変更（当中間連結会計期間）

 　　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（3）②に記載のとおり、当中間連結会計期

　　間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号　平成17年11月29日）を適用しております。こ

　　の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は66百万円増加し、営業利

　　益が同額減少しております。

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度におきましては、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び重要な在外支店はないため該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度におきましては、海外売上高はないため該当事

項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,311円02銭

１株当たり中間純損失 10円31銭

１株当たり純資産額  1,328円00銭

１株当たり中間純利益   28円30銭

１株当たり純資産額  1,340円17銭

１株当たり当期純利益    17円21銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

   

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び、中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

中間純損失
（百万円）

263

普通株主に帰属しな
い金額（百万円）

－

（うち利益処分によ
る役員賞与金）

(－)

普通株式に係る中間
純損失（百万円）

263

期中平均株式数
（千株）

25,565

中間純利益
（百万円）

723

普通株主に帰属しな
い金額（百万円）

－

普通株式に係る中間
純利益（百万円）

723

期中平均株式数
（千株）

25,565

当期純利益
（百万円）

573

普通株主に帰属しな
い金額（百万円）

133

（うち利益処分によ
る役員賞与金）

(133)

普通株式に係る当期
純利益（百万円）

439

期中平均株式数
（千株）

25,565

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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５．生産、受注及び販売の状況
(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約実績及び契約残高実績

区分

契約高 契約残高

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前中間連結会計期間
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（平成18年９月30日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

数量
金額

（百万円）
数量

金額
（百万円）

数量
金額

（百万円）
数量

金額
（百万円）

数量
金額

（百万円）

中高層住宅
戸 戸 戸 戸 戸

1,253 38,095 878 27,836 1,335 38,994 1,635 46,824 1,637 44,025

土地・建物

戸 戸 戸 戸 戸

－ － － － －

㎡ 0 ㎡ 1 ㎡ － ㎡ 624 ㎡ 624

95.09 12.14 － 1,488.62 1,488.62

計

戸 戸 戸 戸 戸

1,253 878 1,335 1,635 1,637

㎡ 38,095 ㎡ 27,838 ㎡ 38,994 ㎡ 47,448 ㎡ 44,649

95.09 12.14 － 1,488.62 1,488.62

　（注）１．土地・建物の数量㎡は、土地の実測面積を記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

事業部門

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

不動産販売事業 29,221 92.7 25,039 90.6 65,668 93.0

不動産賃貸事業 851 2.7 921 3.3 1,726 2.4

その他事業 1,449 4.6 1,681 6.1 3,241 4.6

合計 31,522 100.0 27,643 100.0 70,637 100.0

　（注）　金額には消費税等は含まれておりません。
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